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要 約

本研究は、最近に至るまでの可能な限り長い期間にわたって我国各地の災害履歴に関す

る諸々の資料を各々その自治体等から収集して自然災害統計データベースを構築するとと

もに、それらの諸資料を分析する事により地域にとっての被害量あるいは災害の実態とそ

れに内在する災害の誘因および被災素因を明らかにすることを前段の目的としている。そ

して最終的な目的としては、地域の災害環境を含む空間・社会・経済構造とその変遷過程

に着目し、これらの地域あるいは都市が保有する災害の受容力を考慮に入れて、この受容

力と被害量との関連性について考察し、自然災害に対する防災力ポテンシャル評価と最適

防災投資効果の分析を行うことである。

本稿では、都道府県を対象とした自然災害統計データベースを構築するため、 1970年か

ら1995年の26年間において我が国に発生した自然災害による被害統計量に関する資料を収

集するとともにその基本的な整理と若干の分析を試みた。自然災害の種別としては、台風

災害、豪雨災害、地震災害、豪雪災害およびその他災害の 5つの種別として整理した。こ

の結果、自然災害種別では台風災害、豪雨災害と地震災害十豪雪災害、その他災害では異

なる地域性が認められ、中部地方以北と近畿地方以南の東日本と西日本では明確に異なる

被害の発生パターンを示している。また、被害量として擢災者数と被災金額を取り上げて、
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地方区分別・都道府県別に25年間の累積経年変動を見ると、前者の自然災害の経年変動は

大きく恒常的に被害を発生させる自然災害の傾向を示すのに対して、後者の自然災害は特

定の地域に特定の年に発生する災害により被害量が極めて大きく変動する傾向が明瞭で、

その経年変動は突発性を示している O この代表的な事例は1995年兵庫県南部地震であり、

被害量として取り上げた擢災者数および被災金額への影響は極めて大きなインパクトを与

えている。また、このデータベースを用いた基礎的な整理・分析として、被害量と地域持

性の関係および多変量解析による被害量の分析を行った。

1 .はじめに

ある地域あるいは都市の諸々の災害危険度を誘

因はもとより、被災素因すなわち人的・物的被害

から被災地内外にわたる社会・経済的影響に至る

までを全国レベルで把握し、それを地域間で科学

的に比較検討することは、国土利用・地域管理計

画の立案、それをも考慮、した適切な公共防災投資

のあり方等の財政施策ならびに企業の危機管理計

画などに資する意義は極めて大きいと考える o 本

研究で対象とする災害は、我国の「防災白書J. 
「消防白書J等で取り上げられる自然災害に限定

する。また、対象とする地域は、 47都道府県とする。

本研究で対象とするほぽ全ての自然災害には、

明らかに地域性がある。また、災害を地域あるい

は都市問題として捉える時、地域社会が被る被害

量は端的な人的・物的被害の総量、経済被害の総

額で示される被害の絶対量では一面的で不十分で、

ある。これらの端的な被害量に内在する被災地の

社会・経済的条件を考慮した地域構造・規模など

地域特性に基づく災害の受容力と関連付けて、よ

り多面的に地域にとっての総体的なダメージの重

みとして被害量を評価する必要がある。さらに、

中枢都市を含む都道府県等の大規模災害は被災地

内の被害に止どまらず、その影響は広域に及び、

時には海外にも波及する。その最近の事例として

は、平成7年(1995年)に発生した阪神・淡路大震

災が挙げられる。

本研究は、最近に至るまでの可能な限り長い期

間にわたって我国各地の災害履歴に関する諸々の

資料を各々その自治体等から収集して自然災害統

計データベースを構築するとともに、それらの諸

資料を分析する事により地域にとっての被害量あ

るいは災害の実態とそれに内在する災害の誘因お

よび被災素因を明らかにすることを前段の目的と

している。そして最終的な目的としては、地域の

災害環境を含む空間・社会・経済構造とその変遷

過程に着目し、これらの地域あるいは都市が保有

する災害の受容力を考慮に入れて、この受容力と

総体的なダメージの重みとしての被害量との関連

性について考察し、防災力ポテンシャル評価と最

適防災投資効果の分析を行うことである。

本稿では、以上のような観点から上記都道府県

の被害統計資料の収集によるデータベースの構築

とその基礎的な分析結果について報告する。

2 .自然災害統計のデータ構造

ここで、分析の対象とした自然災害は①台風災

害、②豪雨災害、③地震災害、④豪雪災害および

⑤その他災害の5つの災害である。その他災害と

した自然災害としては、冷害、凍害、融雪や豪

雨・豪雪を除いた気象災害による被害である。ま

た調査対象年度は昭和45年(1970年)度から平成 7

年(1995年)度の26年間である。被害統計量とし

ては、直接被害として人的被害と建物被害に大き

く分かれている。人的被害は死者、行方不明、負

傷者数であり、建物被害は全壊、流失、半壊、全

焼、半焼、床上浸水、床下浸水、一部破損および、

非住家被害などである。さらに、擢災関連として

権災世帯数と擢災者数の統計量がある。また、建

物被害統計以外として耕地(田畑の流出、埋没、

冠水)、土木施設(道路、橋梁、河川、山崩れ・

崖崩れ、軌道被害)や船舶の被害量がある。被害

金額は、一般建物関係、公共土木施設関係、農林
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重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、

和歌山県の2府5県)、⑤中国・四園地方(鳥取県、

島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川

県、愛媛県、高知県の9県)および⑥九州・沖縄

地方(福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、

宮輔県、鹿児島県、沖縄県の8県)の6つの地方区

分とした。

天国・漆間・荏本・望月:都道府県を対象とした自然災害統計データベースの構築

自然災害による被害統計量の概要

図1は、調査期間とした26年間の自然災害種別

の人的被害の総数であり、死者数(行方不明者数

を含む)、負傷者数は地震災害で最も多く、それ

3 . 

水産業関係、文教施設関係、厚生施設関係、中小

(商工)企業関係およびその他の7分類で統計資料

がまとめられている。

これらの被害統計量は、基本的に都道府県別に

同ーの形式で統計データをまとめてあるが、資料の

整理の都合上で、地方別にまとめることもあり、その

場合の地方別としては、以下の区分を用いている。

①北海道・東北地方(北海道、青森県、岩手県、

宮城県、秋田県、山形県、福島県の7道県)、②関

東地方(茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉

県、東京都、神奈川県の7都県)、③中部地方(新

潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、

岐阜県、静岡県、愛知県の9県)、④近畿地方(三

災害種別の住家被害
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文教施設関係の被災金額の割合が高くなっている

のが特徴的な傾向となっている。

図5は地方区分別に見た死傷者数の災害種別比

率を示したもので、北海道・東北地方と近畿地方

では地震災害による人的被害が多く発生し、中部

地方では豪雪災害、中国・四国地方および九州・

沖縄地方では台風災害、豪雨災害で多くなってい

ることを示している。図6は同様に地方区分別の

建物被害の災害種別比率を示したもので、いずれ

の地方においても台風災害、豪雨災害による比率

が50%を超えており、特に中国・四国地方および

九州・四園地方では約90%以上を占めている。図

7は地方区分別の躍災者数の災害種別比率であ

第68号総合都市研究

ぞれ約6500人と約60000人となっている O 次いで

台風災害、豪雨災害で多くなっている。また、図

2は建物被害(非住家を除く)の総数であり、一

部破損を除けばほぽ人的被害の死傷者数の傾向と

同様に地震災害で最も多く、次いで、台風災害、豪

雨災害となっているの図3は、擢災世帯、曜災者

数の総数で、ともに台風災害、地震災害および豪

雨災害などで多く、擢災者数は26年間で約120万

人、権災世帯で約40万世帯に及んで、いる O，図4は、

同様に自然災害別の被災金額の総額を示したもの

で、被害項目別で多少順位が変化するが総額では

台風災害が最も多く約800兆円に上っている。ま

た、地震災害では一般建物、公共土木施設および
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り、近畿地方における地震災害、九州・沖縄地方

の豪雨災害を除いて他の地方では台風災害による

擢災者数が高い比率を示しており、近畿地方を除

けば、いずれも台風災害と豪雨災害により80%以

上の比率を占めている。図8は被災金額の災害種

別比率を示したもので、近畿地方における地震災

害、北海道・東北地方および関東地方でその他災

害による比率が高いが、全体的には台風災害と豪

雨災害による比率が高く、特に中国・四園地方で

は台風災害による比率がほぼ100%と全被災金額

を占める結果となっている。

4.都道府県別被害統計量の実態

ここでは、都道府県別に調査対象期間の26年間

にどのような自然災害がどのような比率で発生し

てきたかを分析した。取り上げた被災項目は、死

傷者数、建物被害、擢災者数と被災金額の4つの

項目である。図9ー図12に都道府県別に被害実態

を整理し、自然災害種別の比率で示した。

図9は死傷者数の災害種別比率であり、全体的

な傾向を見ると沖縄県・愛知県などでその他災

害、兵庫県・大阪府における地震災害による高い

比率を除けば、中部地方以北ではその他災害、豪

雪災害による比率が相対的に高くなり、近畿地方

以南では台風災害、豪雨災害による比率が高い。

図的は建物被害の災害種別比率であり、この建物

被害については兵庫県の池震災害を除いて、ほぽ

L、ずれの都道府県においても台風災害および豪雨

災害による被害の比率が高くなっている。図11は

擢災者数の災害種別比率を示したものであり、山

形県のその他災害を除けば建物災害と同様に、ほ

ぼいずれの都道府県においても台風災害と豪雨災

害による比率が高くなっている。図12は被災金額

の災害種別比率であり、図9に示した死傷者数に

おける災害種別比率の傾向と同様に、兵庫県、大

阪府における地震災害の高い比率と山梨県の場合

を除くと、中部地方以北で台風災害と豪雨災害以

外の災害による被災金額の比率が高く、反対に近

畿地方以南では台風災害および豪雨災害による比

率が高くなっている傾向を示している。

5.都道府県別被害統計量の経年変動

ここでは自然災害による被害量の変動として、

擢災者数と被災金額を取り上げ、自然災害種別に

昭和45年 0970年)から平成7年 (1995年)までの

26年間の経年変動について検討することとした。

紙面の都合から擢災者数の経年変動について図13

~図17に示した。これらの図では、各種自然災害

によって発生した年度毎の擢災者数の累積値を用

いて経年変化を示しており、 6地方の区分にした

がって、累積値の折れ線を (a)から(f)にまと

めである。したがって、折れ線が到達した最終年

(最も右側)の数値が26年間の擢災者数の累積値

を示している。また、折れ線の落差が大きい年度

ほどその年に多くの擢災者数を発生させた災害が

発生したことを示しており、折れ線の折点数が多

いほど擢災者を発生させた災害が数多く、また恒

常的に災害が発生して経年変動が激しいことを示

している。

図13は台風災害の累積経年変動を地方区分別・

都道府県別に示したもので、北海道・東北地方で

は北海道や秋田県で、関東地方では埼玉県や東京

都で、中部地方では蚊阜県や愛知県で、近畿地方

では大阪府と兵庫県で、中国・四園地方では香川

県で、そして九州・沖縄県では鹿児島県、福岡県

と大分県で被災者数が多くなっている。また、経

年変動も大きく、ほぽ恒常的に擢災者を発生させ

ている自然災害となっていることを示している。

図14は豪雨災害の場合であり、北海道・東北地方

では北海道、岩手県や秋田県で、関東地方では東

京都と神奈川県で、中部地方では愛知県で、近畿

地方では大阪府で、中国・四国地方では鳥取県と

広島県で、九州・沖縄地方では長崎県と熊本県で

擢災者数が多く発生している o 台風災害の場合に

比べてやや経年変動は少なく、年によって特定の

都府県に大きな擢災者の被害量を生じさせる豪雨

災害が発生している傾向を示している。図15は地

震災害の場合であり、北海道・東北地方では岩手

県、青森県や北海道で、関東地方では千葉県で、

中部地方では新潟県と長野県で、近畿地方では兵
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庫県で、中国・四国地方では鳥取県と徳島県で、

九州・沖縄地方では大分県と熊本県で擢災者数が

多く発生しており、明らかに特定の地震災害によ

り多数の曜災者数を発生させる突発的な経年変動

の傾向を示し、台風災害や豪雨災害の経年変動の

傾向とは異なっている。図16は豪雪災害に関する

累積経年変動であり、発生する擢災者数は相対的

に少ない。北海道・東北地方では北海道で、関東

地方では群馬県と神奈川県で、中部地方では新潟

県と福井県で、近畿地方では滋賀県と京都府で、

中国・四国地方では鳥取県で曜災者数が多く発生

しており、九州・沖縄地方では豪雪災害による擢

災者数は発生していない。経年変動は地震災害と

同様に特定の道府県で特定の年に曜災者数が集中

して生じる災害が発生する傾向を示している。図

17はその他災害の場合の経年変動を示したもの

で、北海道・東北地方では岩手県と北海道で、関

東地方では千葉県と東京都で、中部地方では新潟

県で、近畿地方では兵庫県で、中国・四国地方では広

島県と島根県で、九州・沖縄地方では宮崎県と長

崎県で擢災者数が多く発生している。経年変動の

傾向は台風災害や豪雨災害の傾向と同様にやや変

動の大きな災害となっていることを示している。

ちなみに、被災金額に関する同様な分析では、

地方区分別・都道府県別の順位が擢災者数の場合

とは若干異なり、自然災害発生の地域的な条件に

より必ずしも曜災者数と被災金額とは整合してい

ないこと示している。しかしながら経年変動の傾

向は、擢災者数の場合と同様に台風災害、豪雨災

害やその他災害では変動は相対的に大きく、恒常

的な自然災害である傾向を示し、地震災害や豪雪

災害では特定の災害に被災金額が集中する突発的

な自然災害となる傾向を示している。

6.被害統計量と地域特性の関係

ここでは、自然災害種別の被害量として取り上

げた擢災者数と被害金額について、都道府県別の

地域特性と関係について若干の考察を行った。地

域持性としては、各都道府県の総面積に対する可

住地面積の比率として可住地面積率(%)と、可

住地面積に対する人口密度として可住地人口密度

(千人/km2) の2つの指標を取り上げた。前者

は、都道府県の市街地化の進展の度合に対応して

都市化の目安となる。また後者は、人口の密集度

の度合に対応して、人口集積化の目安となるもの

と考えられる。なお、これらの都道府県毎の可住

地面積率、可住地人口密度を算定するにあたって

用いた総面積、可住地面積および人口の数値は当

然のことながら25年間の聞に変化しているため、

どの年度の数値を用いるかには若干の検討が必要

となるが、総面積には大きな変化はなく、平成2

年(1990年)以降は可住地面積、人口にも大きな

変化が減少し都道府県別の順位の変動も比較的少

ないことから平成2年(1990年)の数値を用いて

算定した。結果を図18-図22に示し、これらの図

に基づいて簡単な考察を行うこととする o 図18に

示しす台風災害では、躍災者数はバラツキは大き

いが、可住地面積率および可住地人口密度ともに

増大するに従って、擢災者数は増加する傾向を示

している。一方、被災金額については可住地面積

および可住地人口密度に対して大きな変化はな

く、ほぽ一定の被災金額を示している。図19に示

す豪雨災害では、台風災害の場合と同様に擢災者

数は可住地面積率および可住地人口密度の増加に

伴って，寵災者数は増加する傾向を示し、被災金額

については両者の変数には関係なく、ほぽ一定の

傾向を示している。また、図20に示した地震災害

では擢災者数、被災金額ともに可住地面積率に対

してバラツキが大きく個々の地震災害に回有の特

性が強く、あまり明確な傾向は認められない。一

方、可住地人口密度に対しては擢災者数、被災金

額ともにやや逆比例の傾向が認められる。図21に

示す豪雪災害では、擢災者数については可住地面

積率および可住地人口密度に関して明瞭ではない

がやや正比例の傾向を示し、逆に被災金額につい

てはやや反比例の傾向を示しているものと思われ

るがいずれも明確ではない。図22に示したその他

災害では、擢災者数、被災金額ともに可住地面積

率に対しては明瞭な関係を示す傾向は認められ

ず、可住地人口密度に対してはやや反比例の傾向

を示している。
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用した人口は、表 1のアイテム・カテゴリーに使

用した人口、可住地面積率および可住地人口密度

のデータと同様に平成2年(1990年)の資料に基

づいた数値を用いている。

躍災者数を外的基準とした場合のカテゴリー・

スコアの結果を図23に示した。各アイテムの外的

基準に対する偏相関係数は、第1アイテムが0.746、

第2アイテムが0.949、第3アイテムが0.320、第4

アイテムが0.629、第5アイテムが0.805となってお

り、重相関係数は0.952である。図より第2アイテ

ムである自然災害種別の寄与が大きく、第3カテ

ゴリーの地震災害で大きなカテゴリー・スコアを

示している。次いで、、第5アイテムである可住地

人口密度が大きな寄与を示し、人口密度の低い地

域の方が擢災者数の発生を高めていることを示し

ている。次には第1アイテムの地域区分で、中

国・四国地方および九州・沖縄地方の寄与が高く

なっている。第4アイテムである可住地面積率で

は、可住地人口密度と同様に可住地面積率が低い

地域ほど大きなカテゴリー・スコアを示してい

その他災害による被害統計量と地域特性の関係

以上、被害量として擢災者数と被災金額を取り

上げて、可住地面積率と可住地人口密度による地

域特性と関係についてややマクロな分析を行っ

た。これらの関係については上述したように、い

ずれもバラツキが大きく明瞭な傾向を抽出するに

は至っていないが、白然災害種別によりそれぞれ

やや異なった傾向を示しており、より詳細な分析

が必要で、あろう。

その他災害
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7.多変量解析による被害統計量の分析

ここでは、都道府県別の擢災者数および被災金

額に対して、多変量解析である数量化E類を用い

て自然災害による被害量の分析を試みることにし

た。本解析における外的基準および説明変数とし

てのアイテム・カテゴリーは表1に示す変数を用

いている。解析結果を図23と図24に示した。なお、

本解析においては各都道府県における擢災者数と

被災金額の総数(累積値)を人口千人当りで基準

化した数値を外的基準とした。また、この際に使
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表1 数量化E類解析に用いたアイテム・カテゴリー

外的基準 1 .擢災者数 人口 1000人当たり
2.被災金額 人口 1001人当たり
アイ7ム カァコリー 区分

1 北海道・東北(日本海側) 北海道・青森・秋田・山形
2 北海道・東北(太平洋側) 岩手・宮城・福島
3 関東(沿岸側) 茨城・千葉・東京・神奈川
4 関東{内陸側) 栃木・群馬・熔玉
5 中部(日本海側) 新潟・富山・石11¥.福井
6 中部(内陸側) 山梨・長野・岐阜

1 .地域区分 7 中部(沿岸側) 静悶・愛知
8 近畿(日本海側) 滋賀-，ijt都・兵庫
9 近畿(太平洋側) 一重・大阪・奈良・和歌山
10 中国・四国(本州側) 鳥取・島根・岡山・広島・山口
t 1 中国・四国(四国側) 徳島・香川・愛媛・高知
12 九州・沖縄(日本海側) 福岡・佐賀・長崎・熊本
13 九州・沖縄(太平洋側) 大分・宮崎・鹿児島・型車E
1 台風災害

説明変数 2 豪雨災害
2. 自然災害種別 3 地震災害

4 豪雪災害
5 その他災害
1 大きい
2 やや大きい

3.人口規模 3 中程度
4 やや小さい
5 小さい
1 高い
2 やや高い

4.可住地面積率 3 中程度
4 やや低い
5 低い
1高い
2 やや高い

5.可住地人口密度 3 中程度
4 やや低い
5 低い

る。また、被災金額を外的基準とした場合の結果

を図24に示したが、擢災者数を外的基準とした場

合に比べ解析結果は明確ではない。各アイテムの

外的基準に対する偏相関係数は第 1アイテムが

0.511、第2アイテムが 0.244、第3アイテムが0.332、

第4アイテムが 0.257、第5アイテムが0.151であり、

重相関係数は0.614である。この結果では第1アイ

テムである地域区分が最も大きな寄与を示し、特

に第11カテゴリーの中国・四団地方(四国側)

で高いカテゴリー・スコアを示すが、その他のアイ

テム・カテゴリーのカテゴリー・スコアは低く重相関

係数も低いため被災金額に対して十分な説明変数

の設定とはなっていないものと思われる。

*第1外的基準の場合は省略
*第1外的基準の場合は第4カァゴリー
7500- (千人)
3000-7500 
1500-3000 
1000-1500 
-1000 

5 O. 0- (%) 

40. 0-50. 0 
30. 0-40. 0 
25.0-30.0 
-25. 0 

3. 00- (千人/k冊目
1.50-3.00 
0.75-1.50 
0.50-0.75 
-0. 50 

8. まとめ

本研究では、自然災害に対する防災力ポテンシ

ャル評価と最適防災投資効果の分析に向けて、都

道府県を対象とした自然災害統計データベースを

構築することを目的として、 1970年から1995年の

26年間において我が国に発生した自然災害による

被害統計量に関する資料を収集するとともにその

基本的な整理と若干の分析を試みた。自然災害の

種別としては、台風災害、豪雨災害、地震災害、

豪雪災害およびその他災害の5つの種別として整

理した。この結果、自然災害種別では台風災害、
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数量化H類による解析結果
(外的基準が被災金額の場合)

図24数量化H類による解析結果
(外的基準が種災者数の場合)

図23

単純な被害統計量の分析からだけでは不十分で、

別の観点からのアプローチすなわち地域や都市が

保有する災害の受容力を評価に入れた防災カポテ

ンシャル評価手法と関連させた形での災害に対す

る被害量予測方法の確立とその精度向上や適切な

防災対策項目の抽出、強化および実施過程の段階

的な評価などを考慮した上で防災投資効果を分析

できる枠組を構築することが必要となろう。

最後に、被害量として擢災者数および被災金額

について各都道府県の可住地面積率および可住地

人口密度により地域特性との関係について若干の

分析を行ったが、自然災害種別によりやや異なっ

た傾向は認められるものの、バラツキも大きく明

瞭な傾向は抽出できていない。また、合わせて数

量化H類の多変量解析により被害量の分析も実施

したが、 J曜災者数については1995年兵庫県南部地

震の影響を大きく反映した結果となり、被災金額

については、台風災害・豪雨災害の影響を反映し

た結果となり、十分な分析に至っていない。従っ

豪雨災害と地震災害、豪雪災害、その他災害では

異なる地域性が認められ、中部地方以北と近畿地

方以南の東日本と西日本では明確に異なる被害の

発生パターンを示している。また、被害量として

擢災者数と被災金額を取り上げて、地方区分別・

都道府県別に25年間の累積経年変動を見ると、前

者の自然災害の経年変動は大きく恒常的に被害を

発生させる自然災害の傾向を示すのに対して、後

者の自然災害は特定の地域に特定の年に発生する

災害により被害量が極めて大きく変動する傾向が

明瞭で、その経年変動は突発性を示している。こ

の代表的な事例は1995年兵庫県南部地震であり、

被害量として取り上げた擢災者数および被災金額

への影響は極めて大きなインパクトを与えてい

る。このことは前者の自然災害については、恒常

的な被害発生パターンを示す災害として被害量お

よび防災投資効果についての分析の可能性を示唆

するが、後者の自然災害に対しては、特に地震災

害については突発性が大きく関与することから、
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て、今後は災害種別また地方区分別などを考慮し

て更なる詳細な分析が必要である。
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In this paper， we col1ected the statistica1 data of damages due to natura1 disaster occurred in 

]apan during 26 years from 1970 to 1995 in order to prepare the data base for the statistica1 data of 

natura1 disaster among to the administrative divisions of ]apan.、Thisdata base is very important to 

the future research programs for the deve10pment of the methodo10gy of earthquake disaster 

prevention potentia1 eva1uation technique and ana1ysis of e宜'ectdue to仕lefittest investment for 

disaster prevention. These research programs are a1so very important to app1y to theconcept for 

the disaster prevention activities， for examp1e， regional1and-use p1anning， regiona1 contro1 planning 

and so on. As the types of natura1 disasters， we treated and summarized into five kinds of disasters， 

name1y typhoon， heavy rain， earthquake， heavy snow and the other which inc1ude the damages 

caused by cold weather， freezing， heavy frost， thunder and any other meteorologica1 phenomena. 

We could a1most comp1ete the first-step of data base preparation and investigated a brief and 

basic ana1ysis using the statistica1 data of damages due to natura1 disasters from this data base.百le

resu1ts from the basic analysis showed that the distribution of damages due to typhoon and heavy 

rain is very d出'erentfrom these due to ear由quake，heavy snow and the other disaster and there 

were very c1ear di宜'erencesin regiona1 characteristics bounded by the midd1e part of ]apan Is1and. 

And a1so looking the fluctuation tendencies of the tota1 number of victims and tota1 amounts of 

damages during 26 years， the former had a very quick changes every severa1 years but the 1atter 

had not so quick changes. In genera1， this tendency means血atthe former natura1 disasters have 

caused a 10t of damages constantly and the 1atter natura1 disaster caused the damages to some 

specific regions sudden1y. Final1y， we仕iedto ana1yze briefly the re1ationship between the damage 

amounts and regiona1 characteristics， and a1so we did the mu1ti-variab1e ana1ysis using the I 

quantification theory type II method in order to exp1ain the damage amounts considering severa1 

items and categories concerned to regiona1 division， type of natura1 disaster， popu1ation and 

regiona1 characteristic index and so on. 




